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行政のお知らせ

　令和5年4月1日から令和6年3月31日までの人事行
政の運営状況(給与公表に係る部分を除く)の概要を公表
します。
　なお、詳細は市ホームページおよび市政
情報コーナーでご覧ください。

職員の分限および懲戒処分の状況4
（１）分限処分の状況

　　　区　　　分
勤務成績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制などの改廃などにより過員を生じた場合
刑事事件に関し起訴された場合
条例で定める事由による場合

降任
0人
0人
0人
0人
0人
0人

免職
0人
0人
0人
0人
0人
0人

 休職
  0人
  4人
  0人
  0人
  0人
  0人

降給
0人
0人
0人
0人
0人
0人

職員の福祉および利益の保護の状況8
（１）健康診断の状況 （２）公務災害の発生状況

　　該当なし区　分

定期健康診断

胃がん検診

大腸がん検診

受診者

670人

  81人

563人

受診率

94.2%

12.1%

83.8%

▶問い合わせ　人事課人事給与担当（内線208）

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況3
（１）勤務時間の概要（標準的なもの）

１週間の勤務時間

38時間45分

開始時刻

午前8時30分

終了時刻

午後5時15分

休憩時間

正午～午後1時

（２）年次有給休暇の取得状況（一般職員）

平均取得日数

令和4年

8.9日

令和5年

9.9日

対前年増減

1.0日

※期間は各年１月１日から１２月３１日までの１年間です。

（３）病気休暇、介護休暇および組合休暇の取得状況

病気休暇

29人

介護休暇

0人

組合休暇

0人

（４）育児休業などの取得状況　
休業の種類

休業者の内訳

取得者合計
 うち女性

 男性

26人 15人

16人 5人

14人

13人

5人

5人
10人 10人 1人 0人

育児休業 部分休業

うち新規 うち新規
0人

0人

0人

0人
0人 0人

育児短時間勤務

うち新規

（５）時間外勤務の状況　

職員1人当たりの月平均時間外勤務時間数 8.5時間

※上記以外の休業制度はありません。

職員の人事評価の状況2
人事評価の状況

評価期間 4月1日～12月31日(能力考課)
4月1日～翌年3月31日(実績考課)

暫定再任用職員・会計年度任用職員･非常勤職員
を除く全職員被考課者

考課者

評価区分

活用方法

被考課者ごとに考課者を定める

実績および能力考課について評価する

職員の処遇、人材育成など

職員の退職管理の状況6

令和5年度定年退職者(課長級以上)の再就職の状況

職位 退職者数 再就職者数
再任用 その他（外郭団体など）

再就職先

部長級
次長級
課長級

計

1人
1人
0人
2人

0人
0人
0人
0人

0人
0人
0人
0人

0人
0人
0人
0人

不利益処分に関する審査請求の状況10

勤務条件に関する措置の要求の状況9
 該当なし

職員の服務の状況 　5
営利企業などの従事の許可状況　

営利企業などの従事の内容 許可件数 摘要

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする
会社その他の団体の役員などの地位を兼ねる場合

自ら営利を目的とする私企業を営む場合

報酬を得て事業または事務に従事する場合

2

0

16
大学非常勤
市史編さん
教育関連調査研究
行政機関向け書籍の原稿執筆
住宅・土地統計調査指導員

農業、NPO法人

職員の任免および職員数に関する状況１
（１）採用の状況　

一　般
事務職

12人 22人5人

社　会
福祉士

管　理
栄養士

教育職
（指導主事） 計

0人 1人 11人 1人 13人

その他
（死亡、免職、任期付、復帰等）勧奨退職定年退職 普通退職 計

（２）退職の状況　

消防職

2人1人 1人

学芸員

1人

職員の研修の状況7
研修の状況　

　     研修区分

一般研修(市単独)

特別研修

一般研修（四市共同）
（行田･加須･羽生･鴻巣）

研修内容･派遣先など（かっこ内は修了者数）

・新規採用職員研修(前期・後期課程、田んぼアート)(14人)
・新規採用職員研修(10月1日採用職員)(1人)
・採用2～4年目研修(13人) ・採用5年目研修(14人)
・管理・監督職員研修(26人)

・プレゼンテーション研修(22人)
・ハラスメント防止研修(50人)
・考課者研修(18人)
・キャリアデザイン研修(42人)
・ワークライフバランス研修(25人)
・人権問題研修会(54人)
・会計年度任用職員研修(49人)
・CS向上推進研修(34人)
・女性のためのキャリアデザイン研修(43人)

・通信教育講座(2人)

・初級職員研修(16人) ・OJT研修(15人)　　
・政策形成研修(17人) ・法制執務研修(18人)

（2）懲戒処分の状況　
　　該当なし

・自治大学校(3人) ・市町村ｱｶﾃﾞﾐｰ(5人)
・階層別選択研修(50人) ・階層別基本研修(49人)
・特別研修(9人)

自己啓発促進

派遣研修

前年度からの
継続件数

令和5年度
請求件数 完結件数 翌年度

継続件数

0件 1件 0件 1件

人事行政の運営状況を公表します

　埼玉県交通安全対策協議会では、保護者が交通事故により死亡または
重い障害を負った県内在住の交通遺児等に援護金を給付しています。

交通遺児等に援護金を給付します

▶対　　象　�県内在住の乳幼児ならびに小・中学校、高等学校および各
種学校などに在学する平成18年4月2日以降に生まれた
交通遺児等で、次の表に掲げる世帯に属する方

▶給 付 額　対象者1人につき10万円
▶給付時期　令和7年5月上旬
▶申請期限　令和7年1月31日㈮まで
▶申請方法　�市役所（交通対策課）または学校などで配布する申請書類

に必要事項を記入の上、持参または郵送によりみずほ信託
銀行浦和支店【持参・郵送】〒330―0063 さいたま市浦和
区高砂2―12―10

▶問い合わせ　埼玉県交通安全対策協議会☎048―825―2011
　　　　　　埼玉県防犯・交通安全課☎048―830―2955

給付対象者の人数 同居世帯の総所得額
1人 2,740,000円以下
2人 3,120,000円以下
3人 3,500,000円以下
4人 3,880,000円以下
5人以上 4,260,000円以下

類 似 団 体 41.7歳 313,776円 347,321円

職員給与費の状況1

区　分

令和
6年度

職員数
Ａ

１人当たりの
給与費Ｂ/Ａ

(417人) 
512人

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

給　　　与　　　費

2,086,700
千円

638,041
千円

992,211
千円

3,716,952
千円

7,260
千円

職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況
 （令和5年４月１日現在）

4

区　　　分

行　田　市

埼　玉　県

　　国

平均年齢

42.6歳

41.8歳

42.4歳

平均給料月額

322,093円

317,507円

322,487円

平均給与月額

372,217円

365,421円

404,015円

① 一般行政職

職員の初任給の状況（令和6年４月１日現在）3

ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）2

区　　　分

大学卒

高校卒

一　般

行政職

行田市

202,400円

170,900円

埼玉県

202,400円

170,900円

国

196,200円

166,600円

類 似 団 体 51.8歳 300,618円 315,030円

区　　　分

行　田　市

埼　玉　県

　　国

平均年齢

60.6歳

55.9歳

51.2歳

平均給料月額

281,650円

332,633円

286,942円

平均給与月額

300,272円

369,843円

329,178円

② 技能労務職

100.0

90.0
行田市 類似団体平均 全国市平均

（H30）
99.5

105.0

95.0

（R5）
98.8

（H30）
98.5

（R5）
98.4

（H30）
99.1

（R5）
98.6

※職員数および給与費は一般会計当初予算に計上された額であり、水道事業、下水道事業、
国民健康保険事業などの特別会計に係るものは含みません。職員手当には退職手当を含
みません。なお、（　）は定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用職員）および会計年度
任用職員のうち、短時間勤務職員に係る数値の外書きです。

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員
の給与水準を示す指数です。
※類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指
数を単純平均したものです。　

※一般行政職とは、税務職、医療技術職、看護・保健職、福祉職、消防職、企業職、
技能労務職、教育職のいずれの職種にも属さない全ての職員をいいます。

※平均給与月額は平均給料月額に扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当
の毎月決まって支給される各手当の総支給額を各職種区分の職員数で割った額
を加えたものであり、国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　市職員の給与・職員数について、常に適正化を図っていま
す。このたび、平均給料月額などを表にまとめましたのでお
知らせします。
　なお、詳細は市ホームページおよび市政
情報コーナーでご覧ください。

市職員の給与などを公表します

▶問い合わせ　人事課人事給与担当（内線208）

乗用農機具のナンバー
登録はお済みですか

　軽自動車税(種別割)は公道を走るかど
うかに関わらず、対象となる車両を所有
していることで課税されます。コンバイ
ン・田植え機・トラクターなどの乗用農
機具(大型特殊自動車に分類されるもの
を除く)をお持ちの場合は、課税客体と
しての登録が必要です。
　購入時には必ず税務課へ届け出の上、
ナンバーを取得してください。また、車
両を入れ替えた場合も届け出が必要とな
ります。なお、すでに対象となる乗用農
機具をお持ちでナンバーを取得していな
いものがありましたら、ご連絡ください。

▶問い合わせ　同課市民税担当(内線235)


